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職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
四
年
徳
島
県
条
例
第
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
七
条
第
一
項
第
十
一
号
中
「
い
う
。）」
の
下
に
「（
次
号
に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）」
を
加
え
、
同
項
第
十
二
号
を
同
項
第
十
三
号
と
し
、
同
項
第
十
一
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え

る
。十

二

異
常
な
自
然
現
象
に
よ
り
重
大
な
災
害
が
発
生
し
、
又
は
発
生
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
災
害
対
策
基
本
法
（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
三
号
）
第
二
十
三

条
第
一
項
又
は
第
二
十
三
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
災
害
対
策
本
部
が
設
置
さ
れ
た
県
外
の
地
方
公
共
団
体
の
区
域
内
に
お
い
て
行
う
災
害
応
急
対
策
に
係
る
連
絡
調
整
の
業

り

務
、
避
難
所
運
営
の
業
務
、
罹
災
証
明
に
係
る
家
屋
調
査
の
業
務
又
は
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
業
務

第
七
条
第
二
項
第
七
号
中
「
前
項
第
十
二
号
」
を
「
前
項
第
十
三
号
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
八
号
と
し
、
同
項
第
六
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

七

前
項
第
十
二
号
に
掲
げ
る
業
務

業
務
に
従
事
し
た
日
一
日
に
つ
き
千
八
十
円

第
七
条
第
三
項
中
「
の
規
定
」
を
「
及
び
第
七
号
の
規
定
」
に
改
め
、「
第
一
項
第
十
一
号
」
の
下
に
「
又
は
第
十
二
号
」
を
加
え
、「
が
次
の
」
を
「
の
全
部
又
は
一
部
が
次
の
」
に
、

「
前
項
第
六
号
イ
又
は
ロ
」
を
「
前
項
第
六
号
又
は
第
七
号
」
に
、「
当
該
イ
又
は
ロ
に
定
め
る
」
を
「
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
る
」
に
改
め
る
。

第
十
条
第
一
項
第
一
号
中
「（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十
三
号
）」
を
削
る
。

附
則
第
六
項
及
び
第
七
項
中
「
第
七
条
第
一
項
第
十
一
号
」
の
下
に
「
又
は
第
十
二
号
」
を
加
え
、「
第
三
項
」
を
「
第
七
号
並
び
に
同
条
第
三
項
」
に
、「
同
号
又
は
同
項
」
を
「
こ
れ

ら
」
に
、「
同
号
イ
又
は
ロ
」
を
「
同
条
第
二
項
第
六
号
又
は
第
七
号
」
に
改
め
る
。

附

則

1

こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

第
八
十
八
号

職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
六
年
三
月
十
一
日
提
出

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

第
八
十
八
号

職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

再
校

1

令
和

6年
2月

議
案

及
び

議
案

説
明

書
（

そ
の

4）



2

改
正
後
の
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
（
以
下
「
改
正
後
の
条
例
」
と
い
う
。）
の
規
定
は
、
令
和
六
年
一
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。

3

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
改
正
後
の
条
例
第
七
条
第
一
項
第
十
二
号
に
規
定
す
る
業
務
に
該
当
す
る
業
務
に
従
事
し
た
と
き
に
改
正
前
の
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
規

定
に
基
づ
い
て
支
給
さ
れ
た
特
殊
勤
務
手
当
は
、
改
正
後
の
条
例
第
七
条
の
規
定
に
よ
る
危
険
現
場
作
業
手
当
の
内
払
と
み
な
す
。

提
案
理
由

他
の
都
道
府
県
と
の
均
衡
を
考
慮
し
、
災
害
対
策
本
部
が
設
置
さ
れ
た
県
外
の
地
方
公
共
団
体
の
区
域
内
に
お
い
て
本
県
の
職
員
が
行
う
災
害
応
急
対
策
に
係
る
業
務
等
を
、
危
険
現
場

作
業
手
当
の
支
給
対
象
と
な
る
業
務
に
追
加
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
条
例
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。

初
校

2

令
和

6年
2月

議
案

及
び

議
案

説
明

書
（

そ
の

4）



徳
島
県
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

徳
島
県
税
条
例
（
昭
和
二
十
五
年
徳
島
県
条
例
第
三
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
十
六
項
中
「
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
九
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

附
則
第
十
八
項
中
「
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
八
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、「
特
例
適
用
住
宅
」」
の
下
に
「
と
、「
同
条
第
二
項
第
一
号
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
七
十

三
条
の
二
十
四
第
二
項
第
一
号
」」
を
加
え
る
。

附
則
第
二
十
三
項
第
一
号
イ
中
「
総
排
気
量
」
の
下
に
「（
ロ
ー
タ
リ
ー
エ
ン
ジ
ン
を
搭
載
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
単
室
容
積
に
ロ
ー
タ
ー
数
を
乗
じ
て
得
た
値
の
一
・
五
倍
を
総
排

気
量
と
み
な
す
。
以
下
同
じ
。）」
を
加
え
る
。

別
記
様
式
の
注
中
「，

縦

」
を
「、
縦

」
に
、「，

横

」
を
「、

横

」
に
改
め
る
。

附

則

（
施
行
期
日
）

1

こ
の
条
例
は
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
不
動
産
取
得
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

2

改
正
後
の
附
則
第
十
六
項
の
規
定
は
、
こ
の
条
例
の
施
行
の
日
以
後
の
不
動
産
の
取
得
に
対
し
て
課
す
べ
き
不
動
産
取
得
税
に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
の
不
動
産
の
取
得
に
対
し
て

課
す
る
不
動
産
取
得
税
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
自
動
車
税
の
種
別
割
に
関
す
る
経
過
措
置
）

3

改
正
後
の
徳
島
県
税
条
例
の
規
定
中
自
動
車
税
の
種
別
割
に
関
す
る
部
分
は
、
令
和
六
年
度
以
後
の
年
度
分
の
自
動
車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
適
用
し
、
令
和
五
年
度
分
ま
で
の
自
動

第
八
十
九
号

徳
島
県
税
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

徳
島
県
税
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
六
年
三
月
十
一
日
提
出

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

第
八
十
九
号

徳
島
県
税
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

再
校

3

令
和

6年
2月

議
案

及
び

議
案

説
明

書
（

そ
の

4）



車
税
の
種
別
割
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

提
案
理
由

地
方
税
法
の
一
部
が
改
正
さ
れ
、
住
宅
の
取
得
及
び
土
地
の
取
得
に
対
す
る
不
動
産
取
得
税
の
税
率
の
特
例
措
置
の
適
用
期
限
が
延
長
さ
れ
る
こ
と
等
に
伴
い
、
所
要
の
改
正
を
行
う
必

要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
条
例
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。

初
校

4

令
和

6年
2月

議
案

及
び

議
案

説
明

書
（

そ
の

4）



徳
島
県
学
校
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

徳
島
県
学
校
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
（
昭
和
三
十
一
年
徳
島
県
条
例
第
四
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
三
条
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

十
一

災
害
時
教
育
支
援
等
手
当

第
十
九
条
を
第
二
十
条
と
し
、
第
十
八
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
災
害
時
教
育
支
援
等
手
当
）

第
十
九
条

学
校
職
員
が
、
異
常
な
自
然
現
象
に
よ
り
重
大
な
災
害
が
発
生
し
、
又
は
発
生
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
災
害
対
策
基
本
法
（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
二
百
二
十

三
号
）
第
二
十
三
条
第
一
項
又
は
第
二
十
三
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
災
害
対
策
本
部
が
設
置
さ
れ
た
県
外
の
地
方
公
共
団
体
の
区
域
内
に
お
い
て
、
被
災
し
た
児
童
若
し
く
は

生
徒
に
対
す
る
学
習
指
導
そ
の
他
の
学
校
教
育
活
動
の
支
援
に
係
る
業
務
又
は
避
難
所
運
営
そ
の
他
の
災
害
応
急
対
策
に
係
る
業
務
に
従
事
し
た
場
合
に
は
、
災
害
時
教
育
支
援
等
手
当

を
支
給
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

2

災
害
時
教
育
支
援
等
手
当
の
額
は
、
業
務
に
従
事
し
た
日
一
日
に
つ
き
千
八
十
円
と
す
る
。

3

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
第
一
項
に
定
め
る
業
務
の
全
部
又
は
一
部
が
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
お
け
る
災
害
時
教
育
支
援
等
手
当
の
額
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
、
前

項
に
定
め
る
額
（
以
下
「
基
本
額
」
と
い
う
。）
に
そ
れ
ぞ
れ
加
算
し
た
額
と
す
る
。

一

日
没
時
か
ら
日
出
時
ま
で
の
間
に
行
わ
れ
た
場
合

基
本
額
の
百
分
の
五
十
に
相
当
す
る
額

二

徳
島
県
教
育
委
員
会
が
特
に
危
険
で
あ
る
と
認
め
る
区
域
で
行
わ
れ
た
場
合

基
本
額
の
百
分
の
百
に
相
当
す
る
額

附
則
第
一
項
に
見
出
し
と
し
て
「（
施
行
期
日
）」
を
付
す
る
。

第
九
十
号

徳
島
県
学
校
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

徳
島
県
学
校
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
六
年
三
月
十
一
日
提
出

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

第
九
十
号

徳
島
県
学
校
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

初
校

5

令
和

6年
2月

議
案

及
び

議
案

説
明

書
（

そ
の

4）



附
則
第
二
項
に
見
出
し
と
し
て
「（
へ
き
地
学
校
等
の
指
定
の
見
直
し
等
）」
を
付
す
る
。

附
則
第
三
項
に
見
出
し
と
し
て
「（
夜
間
学
級
業
務
手
当
の
特
例
）」
を
付
し
、
附
則
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

（
特
定
大
規
模
災
害
に
対
処
す
る
た
め
の
災
害
時
教
育
支
援
等
手
当
の
特
例
）

4

学
校
職
員
が
、
著
し
く
異
常
か
つ
激
甚
な
非
常
災
害
で
あ
つ
て
、
当
該
非
常
災
害
に
係
る
災
害
対
策
基
本
法
第
二
十
八
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
緊
急
災
害
対
策
本
部
が
設
置
さ
れ

た
も
の
（
東
日
本
大
震
災
（
平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日
に
発
生
し
た
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
及
び
こ
れ
に
伴
う
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ
る
災
害
を
い
う
。）
を
除
く
。）
に
対
処

す
る
た
め
第
十
九
条
第
一
項
に
定
め
る
業
務
に
引
き
続
き
五
日
を
下
ら
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
期
間
以
上
従
事
し
た
場
合
の
災
害
時
教
育
支
援
等
手
当
の
額

は
、
同
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
る
額
に
、
当
該
業
務
に
引
き
続
き
従
事
し
た
日
一
日
に
つ
き
基
本
額
の
百
分
の
百
に
相
当
す
る
額
を
超
え

な
い
範
囲
内
に
お
い
て
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る
額
を
加
算
し
た
額
と
す
る
。

附

則

1

こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

2

改
正
後
の
徳
島
県
学
校
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
規
定
は
、
令
和
六
年
一
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。

提
案
理
由

災
害
対
策
本
部
が
設
置
さ
れ
た
県
外
の
地
方
公
共
団
体
の
区
域
内
に
お
い
て
本
県
の
学
校
職
員
が
行
う
学
校
教
育
活
動
の
支
援
に
係
る
業
務
及
び
災
害
応
急
対
策
に
係
る
業
務
の
特
殊
性

に
鑑
み
、
当
該
業
務
に
応
じ
た
特
殊
勤
務
手
当
を
支
給
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
条
例
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。

初
校

6

令
和

6年
2月

議
案

及
び
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徳
島
県
地
方
警
察
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

徳
島
県
地
方
警
察
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
四
年
徳
島
県
条
例
第
三
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
中
第
八
項
を
第
九
項
と
す
る
。

附
則
中
第
七
項
の
前
の
見
出
し
を
削
り
、
同
項
を
第
八
項
と
し
、
同
項
の
前
に
見
出
し
と
し
て
「（
特
定
新
型
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
の
患
者
に
係
る
業
務
等
に
従
事
す
る
警
察
職
員
の
特

殊
勤
務
手
当
の
特
例
）」
を
付
す
る
。

附
則
第
六
項
中
「
第
十
七
条
第
一
項
各
号
」
の
下
に
「（
前
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。）」
を
、「
同
条
第
二
項
」
の
下
に
「（
前
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替

え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
同
じ
。）」
を
加
え
、「
同
項
」
を
「
同
条
第
二
項
」
に
改
め
、
同
項
を
附
則
第
七
項
と
し
、
附
則
第
五
項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

（
令
和
六
年
能
登
半
島
地
震
に
対
処
す
る
た
め
の
災
害
警
備
等
手
当
の
特
例
）

6

令
和
六
年
能
登
半
島
地
震
に
対
処
す
る
場
合
に
お
け
る
第
十
七
条
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
一
項
第
一
号
中
「
都
道
府
県
警
察
に
災
害
警
備
本
部
が
設
置
さ
れ
た
場
合
又

は
相
当
多
数
の
死
傷
者
の
あ
る
災
害
が
発
生
し
た
場
合
に
お
け
る
災
害
警
備
」
と
あ
る
の
は
「
災
害
警
備
」
と
、「
作
業
（
引
き
続
き
二
日
以
上
従
事
し
た
場
合
に
限
る
。）」
と
あ
る
の

は
「
作
業
」
と
、
同
条
第
二
項
第
一
号
中
「
八
百
四
十
円
（
著
し
く
危
険
な
人
命
救
助
の
作
業
に
従
事
し
た
日
又
は
」
と
あ
る
の
は
「
千
八
十
円
（
」
と
、「
日
に
あ
っ
て
は
、
千
六
百

八
十
円
」
と
あ
る
の
は
「
場
合
に
あ
っ
て
は
、
二
千
百
六
十
円
」
と
、
同
項
第
二
号
中
「
八
百
四
十
円
（
引
き
続
き
二
日
以
上
従
事
し
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
一
日
に
つ
き
千
六
百
八
十

円
）」
と
あ
る
の
は
「
二
千
百
六
十
円
」
と
す
る
。

附

則

1

こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

2

改
正
後
の
徳
島
県
地
方
警
察
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
（
以
下
「
改
正
後
の
条
例
」
と
い
う
。）
の
規
定
は
、
令
和
六
年
一
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。

第
九
十
一
号

徳
島
県
地
方
警
察
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

徳
島
県
地
方
警
察
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
六
年
三
月
十
一
日
提
出

徳
島
県
知
事

後

藤

田

正

純

第
九
十
一
号

徳
島
県
地
方
警
察
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
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3

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
改
正
後
の
条
例
附
則
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
改
正
後
の
条
例
第
十
七
条
第
一
項
各
号
に
規
定
す
る
作
業
に
該
当
す
る
作
業
に
従
事
し

た
と
き
に
改
正
前
の
徳
島
県
地
方
警
察
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
関
す
る
条
例
第
十
七
条
の
規
定
に
基
づ
い
て
支
給
さ
れ
た
災
害
警
備
等
手
当
は
、
改
正
後
の
条
例
附
則
第
六
項
の
規
定

に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
改
正
後
の
条
例
第
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
災
害
警
備
等
手
当
の
内
払
と
み
な
す
。

提
案
理
由

国
家
公
務
員
に
つ
い
て
、
令
和
六
年
能
登
半
島
地
震
に
対
処
す
る
た
め
災
害
警
備
等
の
作
業
に
従
事
し
た
場
合
の
特
殊
勤
務
手
当
の
額
等
が
定
め
ら
れ
た
こ
と
に
鑑
み
、
本
県
の
警
察
職

員
の
特
殊
勤
務
手
当
に
つ
い
て
、
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
条
例
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。
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第 92 号

徳島新未来創生総合計画の策定について

徳島新未来創生総合計画を別冊のとおり定める。

令 和 6 年 3 月 11 日 提 出

徳島県知事 後 藤 田 正 純

提案理由

徳島新未来創生総合計画を策定することについて、徳島県行政に係る基本計画の策定等を議会の議決すべき事件として定める条例第 3条第 1項の規定に

より議決を経る必要がある。これが、この案件を提出する理由である。

第92号 徳島新未来創生総合計画の策定について 9
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第 93 号

教育委員会教育長の任命について

教育委員会教育長に、次の者を任命する。

令 和 6 年 3 月 11 日 提 出

徳島県知事 後 藤 田 正 純

住 所 氏 名 生 年 月 日

徳島県三好郡東みよし町 　　　　　　　 中 川 斉 史

提案理由

律第 4 条第 1 項の規定により議会の同意を得る必要がある。これが、この案件を提出する理由である。

第93号 教育委員会教育長の任命について 11
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第 94 号

監査委員の選任について

監査委員に、次の者を選任する。

令 和 6 年 3 月 11 日 提 出

徳島県知事 後 藤 田 正 純

住 所 氏 名 生 年 月 日

徳島県徳島市北矢三町 　　　　　　　大 西 康 生

徳島県徳島市八万町　  　　　 福 山 正 啓

徳島県板野郡板野町川端字鷭ヶ須31番地1 眞 貝 浩 司 昭 和 35 年 4 月 26 日

徳島県那賀郡那賀町古屋字野々尻63番地 古 野 司 昭 和 35 年 5 月 10 日

提案理由

岡﨑悦夫氏は、令和 6年 3月31日監査委員の任期が満了するので、その後任として大西康生氏を選任するため、また、監査委員大寺健司氏は、令和 6

年 5月15日その任期が満了するので、その後任として福山正啓氏を選任するため、また、同委員井下泰憲、立川了大の両氏の辞職に伴い、その後任とし

て眞貝浩司、古野司の両氏を選任するため、地方自治法第196条第1項の規定により議会の同意を得る必要がある。これが、この案件を提出する理由であ

る。

第94号 監査委員の選任について 13





第 95 号

収用委員会委員及び予備委員の任命について

収用委員会委員及び予備委員に、次の者をそれぞれ任命する。

令 和 6 年 3 月 11 日 提 出

徳島県知事 後 藤 田 正 純

委員

住 所 氏 名 生 年 月 日

徳島県徳島市川内町                粟飯原 啓 子

徳島県徳島市徳島町　　 　　　　 益 田 順 子

予備委員

住 所 氏 名 生 年 月 日

徳島県鳴門市撫養町                    村 上 幸二郎

徳島県阿南市横見町             安 井 俊 之

第95号 収用委員会委員及び予備委員の任命について 15



16

提案理由

植村徳美、鎌谷郁代の両氏は、令和 6年 3 月23日収用委員会委員の任期が満了するので、その後任として粟飯原啓子、益田順子の両氏を任命するため、ま

た、粟飯原啓子、益田順子の両氏は、令和 6年 3 月23日収用委員会予備委員を退職するので、その後任として村上幸二郎、安井俊之の両氏を任命するため、

土地収用法第52条第 3 項の規定により議会の同意を得る必要がある。これが、この案件を提出する理由である。
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